
１．法人の概要 令和6年12月末現在

２．役職員の状況
職員数

常勤 非常勤 常勤

非常勤

３．財務状況
（１）貸借対照表 （単位：円）

◆流動比率 3,992.63％ 253.43％ 1,199.59％ 2,301.35％ 1,372.70％
◆自己資本比率 99.10％ 85.02％ 96.85％ 98.16％ 97.69％

繰越余剰金 8,558,371 10,613,328 8,913,248 11,627,613 11,167,341
繰越余剰金以外 65,592,000 65,592,000 65,589,600 65,562,600 65,562,600
準備金 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000
資本金 10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000

【純資産】 86,650,371 88,705,328 87,002,848 89,690,213 89,229,941
固定負債 265,500 1,290,200 948,140 606,080 264,020
流動負債 521,589 14,339,019 1,885,708 1,073,156 1,849,157

【負債】 787,089 15,629,219 2,833,848 1,679,236 2,113,177
繰延資産 0 0 0 0 0
固定資産 66,612,317 67,995,741 67,215,880 66,672,351 65,959,717
流動資産 20,825,143 36,338,806 22,620,816 24,697,098 25,383,401

【資産】 87,437,460 104,334,547 89,836,696 91,369,449 91,343,118
令和2年12月末 令和3年12月末 令和4年12月末 令和5年12月末 令和6年12月末

他団体からの派遣 0 他団体からの派遣 2 パート 0
プロパー役員 0 プロパー役員 0 臨時・非常勤 0
市職員ＯＢ 0 市職員ＯＢ 1 0
市派遣 0 市派遣 2 正職員 1

役員数
0 5 1

資本金（千円） 10,000 出資額（千円） 6,373 市出資割合（％） 63.73％

横手市の第三セクターについて

法人名 株式会社　横手殖林社

代表者名 代表取締役社長　佐々木　健悦 設立年月日 明治35年4月30日

設立目的
（主な事業）

・林業（会社保有林の保全管理）

純資産, 86,650
純資産, 89,230

固定負債, 266 固定負債, 264
流動負債, 522

流動負債, 1,849

固定資産, 66,612
固定資産, 65,960

流動資産, 20,825 流動資産, 25,383
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（２）損益計算書

４．市の財政的な関与状況

長期貸付金 0 0 0 0 0

短期貸付金 0 0 0 0 0

該当なし

主な関与内容
R02.1月～
R02.12月

R03.1月～
R03.12月

R04.1月～
R04.12月

R05.1月～
R05.12月

R06.1月～
R06.12月

当期純利益（損失）
 （法人税等税引後）

△ 1,446,118 2,054,957 △ 1,700,080 2,714,365 △ 460,272

法人税等 37,800 230,000 81,600 397,800 81,600
特別利益－損失 2,007,997 200,995 2,000 10,000 1,000
経常利益（損失） △ 3,416,315 2,083,962 △ 1,620,480 3,102,165 △ 379,672
営業外費用 0 0 0 0 0
営業外収益 1,547,177 3,579,864 2,214,761 2,039,752 1,673,551
◆営業利益率 △ 51.69 △ 4.21 △ 23.45 3.02 △ 8.95
営業利益 △ 4,963,492 △ 1,495,902 △ 3,835,241 1,062,413 △ 2,053,223
◆人件費比率 41.04 13.03 27.67 13.07 20.92
◆販売管理比率 64.69 21.55 43.32 18.78 28.30
　　うち人件費 3,941,160 4,631,364 4,526,796 4,590,600 4,799,274
販売管理費 6,211,944 7,658,002 7,086,913 6,597,932 6,492,766
◆売上総利益率 13.00 17.34 19.88 21.81 19.35
売上総利益 1,248,452 6,162,100 3,251,672 7,660,345 4,439,543
◆原価率 87.00 82.66 80.12 78.19 80.65
売上原価 8,353,720 29,370,982 13,106,317 27,464,442 18,502,287
売上高 9,602,172 35,533,082 16,357,989 35,124,787 22,941,830

R02.1月～R02.12月 R03.1月～R03.12月 R04.1月～R04.12月 R05.1月～R05.12月 R06.1月～R06.12月
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５．経営状況の検証
（１）公的支援（財政支援）の状況（総務省通知に基づく公的支援の状況）

（２）採算性の判断（総務省通知に基づく採算性の評価）
　※総務省通知に基づき、以下のいずれかに該当するものは、原則として採算性がないものと判断する。

（３）経営分析指標の推移 （単位：％）

0.00 0.00

0.00 0.00

（ソ）市借入金依存率
　　（市からの長期借入金/長期借入金*100）

↓ - - - - -

自
立
性

（セ）財政依存率
　　（運営補助金・経常的委託料・指定管理料の合計）
　　　　　　　　　　　　　　　　/（売上高+営業外収益）*100

↓ 0.00 0.00 0.00

（タ）運営費補助比率
　　（市運営費補助金/（売上高＋営業外収益）*100） ↓ 0.00 0.00 0.00

↓ 41.04 13.03 27.67 13.07 20.92

0.00

生
産
性

（シ）販管費比率
　　（販管費/売上高*100）

↓ 64.69 21.55 43.32 18.78 28.30

（ス）人件費比率
　　（人件費/売上高*100）

（サ）棚卸資産回転期間（在庫回転月数）
　　（棚卸資産/売上高*12）

↓ 0.00 0.00 0.00 0.00

収
益
性

△ 23.45 3.02 △ 8.95

（コ）売上原価率
　　（売上原価/売上高*100）

↓ 87.00 82.66 80.12 78.19 80.65

（ケ）売上高営業利益率
　　（営業利益/売上高*100）

↑ △ 51.69 △ 4.21

3.46 △ 0.43

（ク）売上総利益率
　　（売上総利益/売上高*100）

↑ 13.00 17.34 19.88 21.81 19.35

（キ）総資本経常利益率
　　（経常利益/資産合計*100）

↑ △ 3.94 2.35 △ 1.86

73.92

（カ）借入金依存度
　　（借入金負債/資産合計*100）

↓ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

（オ）固定比率
　　（固定資産/自己資本*100）

↓ 76.87 76.65 77.26 74.34

↓ 0.91 17.62 3.26 1.87 2.37

（ウ）当座比率
　　（当座資産/流動負債*100）

↑ 3,890.45 248.64 1,186.85 2,190.82

↑ 3,992.63 253.43 1,199.59 2,301.35 1,372.70

令和6年
12月末

安
全
性

（ア）自己資本比率
　　（財産合計/資産合計*100）

↑ 99.10 85.02 96.85 98.16 97.69

（イ）流動比率
　　（流動資産/流動負債*100）

指標項目
目指す
方向

令和2年
12月末

令和3年
12月末

令和4年
12月末

令和5年
12月末

1,317.44

（エ）負債比率
　　（負債/自己資本*100）

（ウ）債務償還費の10％以上を市からの補
助金、又は実質的な新規貸付金の財政支
援に依存している。

非該当 非該当 非該当 非該当 非該当

（イ）債務超過である。 非該当 非該当 非該当 非該当 非該当

赤字
減価償却前 赤字 黒字 赤字 黒字 赤字

（ア）経常収支が赤字である。
減価償却後 赤字 黒字 赤字 黒字

（エ）出資割合
　※官民の役割やリスク等の分担、意義を勘案し、規模等を判断する必要がある。

63.73％

（オ）長等による債務保証
　※長等の私人としての債務保証は、行うべきではない。

非該当

令和2年12月末 令和3年12月末 令和4年12月末 令和5年12月末 令和6年12月末

（ア）損失補償
　※債務への損失補償（債務保証含む）は、行うべきではない。

損失補償は行っていない。

（イ）短期貸付
　※同一年度の貸付を継続的に行っている場合は見直すべきである。

非該当

（ウ）長期貸付(H30.3.31現在　市貸付残高）
　※長期貸付は、上記に比してリスクは低いが、財政運営には留意すべきである。

非該当
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